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1.は じめに
わしらのじぶんは，差別きっかった。なにしろあっち
のもんが，つり銭受けとるときいったんどこかにおけ
いいよる。手へl直接わたすということができへんのや。
こっちもんは，けがらわしい， きたないもんみたいに
しとった。それほど差別きっかったんやY
これは，厳しい部落差別のもとでの生活をしいられて
きた同和地区老人幻たちが，自らが体験してきた差別lやそ
れから生じてきた劣悪な生活の内実への激しい償りを語
り伝えようと綴った「結りJのなかの一文である。
老人の諮りかける部浴差別は，現代社会ではなくなっ
たであろうか。明治4年の太政官布告第61号により，rえ
た.非人などの林号を廃止し.今後は身分も職業も平民
問機たるべきこと」とされた。この解放令I:t.確かに，昔E
j再解肢の歴史上では画期的なものであり，その後の部落
解般への闘いは，この布告を彼拠にして，実質化・具.体
化を追っていくものであった。しかしながら，明治政府
は笑質的な解放を保障する行政地策を実施することなし
結来的に封建時代数世紀にわたる身分差別の遺した娯僚
をia存することになった。それゆえ，明治時代以降も.
同和地区住民I:t.土地利用上極めて劣悪な河川の周辺，沿
際，遊水池，f.底湿地，谷間などに隔離的に立地させられ，
戦業選択の自由，結婚の自白，居住及ぴ移転の自由.さ
らには教育を受ける綿布jなどが侵害ーされ.差別のなかの
貧困状況に置かれ続けてきた。
明治ないしは大正の時代から今日まで劣悪な生活をし
いられてきた同和地区f;人は.実態的差別と心理的差別31
が相互に相乗し合う体験をしてきている。特に実態的差
別は，老人の日常生活上での「低位性H閉鎖性jという
只.体的な形態で顕必化している。「低位性Jとは，同相J也
区-t人が地区外老人に比べて，健康状態，就労. 経済状
況，文化水準において，さらには肘住環境や教f'{水市な
どが低位な状況に白かれていることを指している。 万ー
「閉鎖性jは.同和地区老人が地区外住民との交流を遮断
され，社会生活上のすべての側面が地区内に閉容させら
れていることを~味している。 地区外住民との交流や地
区外での枕労の機会を拒否されることにより，貌族関係
をは じめとして，すべての対人関係が地区内に累積され
ることになる。
以上のような.部落差別の結果としての同和地区老人
の現状は，極めて重大な社会福祉の課題となる。とりわ
け，商船化社会を迎えるにあたり，.(f.宅老人に対する福
祉総策が充実の方向にあることを考慮すれば，同和地区
老人に対する福祉施策は緊要なものであるといえる。
しかしながら.同和地区老人の生活笑態についてはほ
とんど把駐されていないのが実情である。個Jマの当該地
区の-t人の生活実態をつかみ，要求闘争を組むための笑
態調査は，若干自につくf昭和55年に.大阪市と大阪市同
和対策推進協議会から出された「大阪市における同和地
区の老人悩社調夜SIJ(以下「同和地区f;人羽倉jとする)は，
その窓味で，行政サイドが同和地区全般における怠人の
生活実態を明らかにしようと試みた幽則的な調査である
といえる。
本稿でI:t.， 同和地区老人調査で示された結果を，主と
してf大阪市における老人生活実態調食刷J(以下「大阪市
左人調査Jとする)結来と比較考量することにより，実態
的差別の現実をみていくことにする。
2.単純比較による同和地区老人の生活実態
同和地区老人調奈は昭和54年に面接法により実施され
たものであり，大阪市に散在する12の同和地区から，産
業的側面j，地理的側面，および地区成立の歴史的経緯で
大きな違いのある 3t也区を対象地区として州出し，それ
らの地区での60歳以上老人全uを調伐対象者ーとしたもの
であるFその結操.回収率90%で， 52泡名の有効回答者を
得た。-}j，統itl沈下である大阪市左人調-fW ，昭和56年
に商接法で実施されたものであり，選挙人名簿における
?? ??
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60歳以上老人を無作為二段階系統摘出法によ1)， 600名
( 15地点各40名)を調査対象者とした。その結果，回収率
70%で418名の有効回答者を得たものである。
両調査には，調査長時点のずれや回収率に相違があり，
比較する上で若干の問題が残る。また，調査主体が同和
地区老人調王監の場合i立大学研究室と行政が合同であった
が，一方，大阪市老人調査は大学研究室のみで実施した
ものであることにも違いがある。しかしながら，行政サ
ービスについて同和地区に若干の項目の追加があった以
外.基本的には同じ調査察を用いており，両調査結来を
並列することにより，同和地区老人の生活実態の特性を
明らかにできると考える。
なお. 両宮崎査の標本誤差をみておく。一般に.信頼度
95%における標本測定値(%)の信傾区間の%幡は，
IW5.型宇Lによ って与えられる。 Nは母集団
の大きさ， nは標本数であり， pは測定値(%)である。
両調査の個々の測定値についての計算は煩雑であるから.
主要な測定値について上記の公式によって.信頼区間の
%幅を算出しておく 。その結果は表-1のようになる。
表一 1 主要な%の信頼度95%における信煩区聞の
~幅
間拘地区老人調査 大阪市老人調査
'‘ 1/2幅 '‘ 1/2刷
50 5. 57 50 4. 79 
55 ‘s 4. 07 55 45 4. 77 
60 ‘。 4. 00 60 40 4. 69 
65 36 8. 90 65 85 4. 57 
70 30 3. 74 70 30 4. 39 
75 25 3. 54 75 25 4. 15 
80 20 3. 27 80 20 3. 83 
85 15 2. 92 85 15 3. 42 
90 10 2. 45 90 10 2. 87 
95 s 1. 78 95 5 2. 09 
〔註〕同和地区老人調査についての母集団の大きさは、
同拘三対策のーつである、 老人冬期一時金支給人
数6，388名(昭和54年12月1日現在〉をあてに。
大阪市老人調査では、昭和55年10月における住
民援本台艇における総人数2，574，900名に、昭和
55年度国野調査における大阪市の推定60級以上
人口比率0，124をかけた、 332，162名を母集団の
大きさとして推定した。
それでは，同和地区老人の生活実態を，大阪市全体と
比較していく 。ここでは.生活実態を①基本的特性，②
健康状態と医療，③就労と経済状況，@悶別居と社会活
動，⑤生活意識に区分してみていく 。なお，大阪市の老
人全体と比較した同和地区の怠人の生活実態li褒-2に
(2) 
まとめておく。
(1)同和地区老人の基本的特性
a.老人個人の基本属性
同和地区老人の性別を，大阪市老人調査結果および昭
和55年国勢調査結果速報(1%集計)における大阪市の60
歳以上の性別と比較してみる。結果的に，同和地区では
女性老人の比率が，大阪市に比べて，わずかではあるが高
くなっている。
同和地区老人を年鈴階層別でみると，大阪市老人調査
結果や昭和55年国勢調査速報と若干の相違がみられる.
同和地区では60歳代の前期老年期老人比率が高<，80歳
代の後期老年期老人比率が低くなっている。同和地区老
人の特質として，r小さいころからきびしい労働においや
られ，過激な労働と低収入で.不安定で， 貧困な生活と
悪い生活環境のなかで生きてきた都港の人々の寿命の短
かきは，…各地の部落の実態として明らかにされている」
との指摘を合わせるならば 前期老年期怠人比率が同和地
区て・高い結果は，地区外老人に比べ同和地区老人の平均
寿命は若干短かいことに結びつけることができる。
最終学歴については，極めて大きな相違がみいだされ
る。「中等学校卒」以上の高学歴を有するものが，同和地
区は大阪市に比べて20ポイン ト以上も低<，逆に「小学校
卒」以下の学歴しか有しない老人比率カ'30ポイント以上も
高くなっている。特に不就学率(小学校中退を含む)が同
和地区では 2割lを起えており，大阪市の 3.3%をはるか
に上回る結果となっている。以上の結栄は，同和地区必
人の受けてきた教行水準の低位性を端的に示すものであ
る。それは部落差別の結果と して.十分な教育の機会を
奪われてきたからにはかならない.
出生地については， 同和地区~人調査と大阪市老人調
査ではカテゴリ 一分頬にi皇いがあるが， 1両調査て・l立大き
な相違がみられる。同和地区では 4分の lが白地区内出
生.t人であるが，大阪市では「現在のところJと「同じ
区内Jを合わせた出生地範囲を拡大した区内出生老人比
率でさえも 1割に満たないでいる。一方，大阪府を除〈
「近畿J以遠を出生地とする)5人比事1;1，向和地区では 5
割以下であるのに対して.大阪市では6亦lを越えている。
この結果は，同和地区老人が終生自地区内で居住する比
率が潟<，かつ社会移動圏が狭<，地区内に閉じ込めら
れた閉鎖的生活をしいられてきたことを示している。それ
でも大阪市のような都市同和地区では.農村同和地区に
比べ一般に他地域から流入してきた外来世帝例曽加し.
j比住ヰ~9)が高くなってきている。
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表-2 単純比較による同和地区老人の生活実態
①性 B~ リj 女 針
同和地区 4 0.2 59.8 100.0 
大阪市 41.9 58.1 100.0 
老
大阪謝市) 人 (55年国 43.2 56.8 100.0 
個
人 ②年由自階層別 60 - 64 65 - 69 70 - 74 75 - 79 80 - 84 85 - 89 90以上 !t 
の 向 和地区 31.6 29.9 19.3 11.6 5.9 0.8 0.9 100.0 
基 大阪市 27.0 2e.8 19.4 14.4 7.2 2.2 1.0 100.0 
本 (大55阪市 28.5 28.5 20.1 13.1 6.5 2.4 0.3 100.0 
属 年園調
性
③巌 終学1M 不 gt学 小学授卒 高等小皐 中等学綬tI'- 噂門学綬tI'- 大学卒 不 明 Jt 
伝]拘地区 21.0 39.9 27.3 8.3 1.5 0.4 1.6 100.0 
大阪市 3.3 25.6 34.5 27.0 5.5 2.9 1.2 100.0 
①出生地 混在地
同じ区内
大阪市 大阪府 近 • 西日本以遠 不 明 Jt 別在 地
同和地区 27.7 17.8 5.1 16.8 31.8 0.8 100.0 
大阪市 4.1 4.3 20.6 7.2 23.7 39.6 0.5 100.0 
⑤世裕人民 1 人 2 人 2 人 4 人 5 人 6人以上 不 明 計
老 同和地区 26.5 34.4 14目4 9.5 9.2 6.8 0.2 100.0 
人
T 
大阪市 13.9 31.8 18.9 9.1 11.5 14.1 0.7 100.0 
有
す⑥世代 数 l世代 2世代 3世代 4世代 不 明 計
主 同和地区 46.6 35.7 17.7 。 。 100.0 
司監 大阪市 41.0 28.0 28.9 1.4 0.7 100.0 
の
状
老l人人以有外業 老以人上以外有2業人 老人以外イI2人況 ①世 司官業態 無 業 老人 l人有業 以上 ，l; 不 明 計
同和地区 H4.7 17.0 21.3 15.4 11.6 υ.0 100.0 
大阪市 21.8 15.3 19.1 29.9 13.2 0.7 100.0 
⑥住宅形怨 持 望E 俗 家( 1戸fごて〉 公営住宅 民間の長屋 そ賃貸の住他宅 その他 不 明 計
同如地区 22.9 2.8 46.2 15.8 7.1 5.0 U.2 100.0 
大阪市 62.6 9.3 2.4 8.1 14.3 2.3 1.0 100.0 
住@部屋数 l 室 2 室 3 百量 4 室 5-6古屋 H匡以上 不 明 計
同和地区 8.8 31.2 39.8 12.3 10.1 2.6 0.2 100.0 
大阪市 5.7 10.5 15.1 23.4 28.1 16.2 1.0 100.0 
居 ⑩備住吉設備ロ日a ある '"い 不 明 計
台同-III地区 98.8 1.2 0.0 100.0 
の所 大殿市 96.1 2.9 1.0 100.0 
便 同如地区 96.0 4.0 。 100.0 
所 大阪市 92.8 6.2 1.0 100.0 
状 俗そう 同宇目地区 20.6 79.4 0.0 100.0 
大阪市 58.4 4 O. 9 0.7 10 O. 0 
況 電話 同拘地区 84.4 14.9 0.7 100.0 
大阪市 91.8 7.7 1.0 100.0 
テ 同和地区 96.5 3.5 。 100.0 
レピ
大阪市 97.1 2.2 0.1 100.0 」
詰向和地区 96.0 4.0 0.0 100.0 
大阪市 96.8 2.2 1.0 100.0 
⑪健康状態 非常に鍵邸 普 通 弱 も、
病気で長〈 不 叩j 計抱ている
阿和地区 18.8 32.4 45.1 3.5 0.2 100.0 
大阪市 4 0.2 38.3 17.9 3.6 0.0 100.0 
(3) 
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⑫自覚鐙状 いつも ときどき 4正 し 不明 針
健
頭 同和地区 21.8 15.3 62.5 0.4 100.0 
痛 大阪市 6.2 15.6 17.7 0.5 100.0 
ι 同拘地区 47.7 21.2 30.7 0.4 100.0 
康 り大阪市 14.1 29.7 55.7 0.5 100.0 
めま 同和地区 13.4 16.7 69.5 0.4 100.0 
、 大阪市 2.2 16.0 81.3 0.5 100.0 
状 耳嶋り
同和地区 13.6 10.0 76.0 0.4 100.0 
大阪市 3.8 10.8 84.7 0.7 100.0 
駒し 同狗地区 14.4 15.9 69.3 0.4 100.0 
苦手、 大阪市 3.6 14.4 81.5 0.5 100.0 
品同和地区 29.0 21.4 48.7 0.9 100.0 
大阪市 12.2 24.6 60.8 2.4 100.0 
。み〈 同和旭区 8.5 11.9 19.2 0.4 100.0 
医
大阪市 2.9 14.4 82.0 0.7 100.0 
高E警E 同和地区 :¥8.1 12.3 49.2 0.4 100.0 
大阪市 22.2 15.6 61.2 1.0 100.0 
' のか 同和地区 26.9 10.4 62.3 0.4 100.0 
のどわき大阪市 9.8 10.0 79.7 0.5 10 O. 0 
お 周和地区 3.6 6.8 89.2 0.4 100.0 
でき 大阪市 1.4 5.3 92.8 0.5 100.0 
ADL パ利ス ・用地可下鉄 近所まで外出 J(の前まで 組きるがあまり 寝fこり起 寝たきり 不 明 計⑬ 総合判断 動か4よい きたり
同和地区 til!日 24.1 I.i L日 1.1 ~.1I 。 1 UU. U 
大阪市 78.3 14.1 2.2 1.7 1.9 1.6 0.2 100.0 
⑬受診経験 ゐ る な ι、 不 明 計
同和地区 81.1 17.6 1.3 100.0 
大阪市 70.5 28.5 1.0 100.0 
⑮医療保険 国民健康保険 徴用(者本保人険〉 厳用者保険 非加入 不 明 計〈家族)
同和地区 40.0 10.4 15.7 2~. b 4.4 100.0 
大阪市 54.8 16.3 22.0 6.7 。7 100.0 
⑧健康 診査 受けた 受け〈よかった 不 明 計
同和地区 31.7 67.9 0.4 100.0 
大阪市 14.4 85.3 0.3 100.0 
⑪就 労
しても、る してい位い
不 明 針っとめ 自営 IJきたい 働きにく ~t 、 .'1'.<い
同和地区 18.8 10.2 10.6 6.2 58.4 0.8 100.0 
大阪市 14.6 21.8 7.2 25.1 29:9 1.4 100.0 
就 ⑮本人の収入 5万禾縄 5 -10万未調 10 -15万 15-禾30讃万 so万以上 不明 計未調
労 同和地区 42.9 22.3 12.3 a.a U. ~ 16.7 1 UU.O 
大阪市 32.9 18.7 8.6 10.0 9.0 20.8 100.0 
と
⑩蹴Ilf収入 5万未湖 5-10万禾猶 10 -15万 15 -20万 20-50万 ω万以上 不 明 計未満 未満 未満経 同和地区 19.4 19.9 10.4 16.1 13.2 1.9 19.1 100.0 
済
大阪市 4.5 10.3 7.4 7.4 20.2 8.3 41.9 100.0 
状 @生活保護 受けている 受けていない 不 明 針
同和地区 19.4 77.5 3.1 100.0 
況 大阪市 3.6 95.2 1.2 100.0 
@崎別居 同 居 lO 思 不 明 計チとも正し 10分以内 1時間以内 時間以上 ィ、 明
同 同和地区 50.6 0.2 100.0 9.8 18.0 12.7 8.7 0.0 
別
大阪市 57.4 10.0 9.6 12.2 9.8 1.0 
。 100.0 
恩
(4) 
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@毒Jタ・と の室利用 よく利用 時々 利用 利用なし
!J: Irtl和地区 17.6 14.4 68.0 
会
大阪市 5.0 4.5 89.5 
活 パス ・ 毎 週 2-3回 組 l回@鉄下鉄利用 日
Ib 同和地保 7.2 t 1.0 6.8 
大阪市 8.9 7.7 12.0 
@生きがい いつも感じる 時々 感じる ほとんど感じ4よい
生 I~ 和地区 28.6 33.1 18.9 
活 大阪市 27.8 32.7 17.7 
怠
• @老人 像 55才 60才 65才
同和地区 1.3 22.7 22.4 
大阪市 1.2 1.5 29.7 
」 」 ー
b.老人世帯山の状況
世俗焼模では，同和地区.(:;人世帯と大阪市全体の老人
世帯:とは特徴を異にしている。世帯規模が大きいr5人J
以上の世常人只をもっ世帯比率l:;t， 同和地区で10ポイン
トほど低くなっている。一方.同和地区でIH虫居世帯が
約4分の 1もあり，大阪市全体の調査より 10;f-イント以
上も閃くなっている。結来として.同和地区の怠人を有
するt世帯の規模l立小さい。ちなみに. 一世傍あたりの'f
均世帯人員数をみてみると.同和地区では2.644人である
のに対して.大阪市では3.210人と，0.5人以 1.'のi$.がある。
t止管状況を世代数の違いでみると.同和地区では「ー世
代」世帯や「二世代」世帯比率が高<， r三世代」以上の世帯
比率が低い。「一世代J世帯と「二世代J世帯では，同和地
区の方が大阪市に比べ，それぞれ 5ポイント以上もおく
なっている。逆に「ど.世代J以上の多世代同1，';也浦半て・l:;t，
同杭]j也区[立大阪I打より 10ポイント以上も低くなっている。
これは世'Ilf規悦結果とあわせ.同和J也区.(:;人世惜の校家
族化玖地区外と比較して一層進行していることを示し
ている。
t人の就労をもとに分類した世帯業態5JIJI!t俗状況を比
較してみると，同和地区では「無j(;J世幣比率が13ポイン
トも向くなっている。一方， r.(:;人1入省業Jt止僚と「老
人含む 2人以上有業J世帯を合わせた，老人が就労してい
る世情比率は，同和地区では大阪市に比べて約13ポイン
トほど低くなっている。このように.同和地区の老人を
有する世僚のうちでは，老人が枕労していない世帯比率
が高くなっている。
C.住居の状況
同和地区では，従来不良住宅が密集し，さらに共同便
所，共同井戸といった不良施設のもとでの生活をしいら
れてきた。部溶解政運動に必ける住宅要求闘争により，
1961年度以降「同和向け公営住宅」の建設を勝ちとり，公
不 明 :t 
0.0 t 00.0 
1.0 t 00.0 
Fl2-3回 月 l図 利用なし 不 明 計
14.0 11.2 49.4 0.4 100.0 
21.5 12.2 86.7 1.0 100.0 
全く感じない わからはい 不 明 .lt 
9.7 
6.0 
70才
24.4 
35.1 
(5 ) 
7.6 2.1 100.0 
14.8 1.0 100.0 
75才
L、らil'l、ICも、
不 明 計え~い
4.2 22.3 2.7 100.0 
3. t t 7. 0 2.4 100.0 
営住宅の建設を中心にして，住宅の改善 ・改良が進んで
いる同相地区も多い。大阪市との比較においても，同和
地rlのt人を有する世f停の 5訓近くが「公営住宅J'ニ居住
しており，大阪市の2.4%と大きな差がある。しかしなが
ら，持ち家比率でみると，大阪市全体では 61部l以上もあ
るのに対して，同和地区ではその 3分の lに過ぎない。
.(:;人を有する世併の居住状態を，部屋数をもとに比較
してみると.同相地区と大阪市の結果とでは歴然とした
mがでている。同和地区では公営住宅への屑{主とも関連
し， 2 -3室で生活している世併が圧倒的に多い。 2-
3室の郎屋を有する世僚は.同相地区では 7御lを位して
おり.大阪市での25.6%と大きく異なっている。一方.
4釜以tの部屋を有している世帯比率は. 大阪市では 7
割近くもあるのに対して.問手口地区では25.0%に過ぎな
い。同和地区.(:;人世帯での部屋数の少なきは.前述した
世帯人民が少なし拡大家族の少ない，核家族化を反映
した結果となっている。
同和地区では歴史的に住宅形態のみでなく ，t量管内の
住宅設備や備品に関しでも低位な状況におかれてきた。
便所.炊事場，用水などは当然;.It・向利用であり，不良・
不衛生な状態が一般的であった。ま た，経済的貧困によ
り， 十分家財道只.を有する余裕もなかった。ここでは，
同相地区の老人世併における住宅設備 ・備品に関する所
有状況を地区外.(:;人世帯と比較してみる。住宅訟備とし
ては，台所，便所，1谷そうの 3点を.備品としては，電
話，テレビ，冷蔵庫の 3つの生活必需品化したものをあ
げる。住宅設備では，浴そう訟{繭率のみが同和地区にお
いて極めて低い.大阪市全体では世帯の 6;'i1Ji!i:くが浴そ
うを所4干しているが.同和地区では211Jの所有司I!である。
(なお，ある同和地区では公営住宅のベランダに簡易ブロ
を設置しているところもあったが.この場合l:;t浴そう所
有率に含めない)しかしながら，台所と便所については同
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和地区の方がわずかではあるが，設置2率が高くなってい
る。公営住宅の建設や地域環境の盤備が進むにつれて，
台所や便所の設置率にみられる住宅設備の改善が同和地
区において進展してきたことをff.味している。しかしな
がら，公営住宅建設の際に十分設置することができなか
った浴そうに関しては，老人を有する世智には重要な問
題となっていく。老人は加紛と共に，当然身体的機能が
低下していくのであるが，その際家庭内で浴そうを有し
ていないことは，老人の入浴の機会を一層縮小していく
可能性が高くなるであろう。
電話，テレビ，冷蔵庫の生活必需品については，間帯日
地区での老人を有する世帯の方が所有率は低い.しかし
ながら，テレビと冷蔵庫についてはその所有率にほとん
ど差がなし電話については 7ポイントの差となってい
る。
(2)同和地区老人の健康状態と医療
-l;人にとって健康は基本的であり.かつ必要不可欠な
問題である。しかしながら，同和地区老人は過敵な労働
条件のもとで年少の時代から長年にわたる激しく危険な
労働に従事し，きらに低賃金ゆえの貧困生活により，健
康を寄しがちであることが言われている。ここでは.同
和地区老人め健康状態および医療保障の現状について，
大阪市老人調査と比較することにより，検討することと
する。
老人自身が意識している自己の健康状態について比較
してみると， i非常に健康jと「弱いJで極めて大きな違い
がある。「非常に健康」とする老人の割合では，同和地区
は大阪市に比べて20ポイント以上も低し また「耳目ぃ」で
は25ポイント以上も高い結果となっている。同和地区老
人は，大阪市の老人全体と比べて，自らの健康状態を悪
〈窓殺している場合が多い。
さらに自覚症状の有無により，老人の健康の程度の違
いをみると，同和地区と大阪市全体では歴然とした差が
ある。自覚症状としてはiu1i痛Ji肩ゃくぴのこりJiめま
いJi耳鳴りJi胸の苦しみや痛みJi息切れJi顔や足のむ
くみJi夜中に 2回以上の排尿JiのどのかわきJiおでき」
の10項目にしぼった。その結果.すべての自覚症状にお
いて「いつもあるjとする老人の割合が，同和地区の方が
高くなっている。その比率の差が最も大きい症状は「周
ゃくぴのこり」であり， 30ポイント以上の聞きがある。約
15ポイントほどの差がある症状としては「頭痛Ji息切れJ
「・~中に 2 回以上の排尿Jíのどのかわき」の 4 つがあげら
れる。「むくみ」については 5ポイントほど， iおでき」に
関してはほんの 2ポイントしか同和地区老人の方が高〈
(6) 
なしさほど大きな差が示きれていない。
以上，老人の健康意織や自覚使状は大阪市全体に比較
して鮮明な相~があらわれており，同和地区老人の健康
状態の劣悪さを十分に理解することができる。これら同
和地区老人の健康状態の低位性l:i， -l;人の日常生活動作
能力(Abilityof Daily Living )にも影響を及ぼしている。
AD しは客観性を必要，とするゆえに，原sIJとして老人の
属する家族民に尋ねたものである。 ADLのうちで「総
合判断」を比較してみると，寝たきり老人比率では差がみ
られないが，能力を有する老人間ではi皇いがみられる。
すなわち「パス・地下鉄利用可能Jな最も能力を有してい
る老人の比率l:i， 同和地区で10ポイントほど低い。 ここ
に，総合能力が高い-l;人に関してみれば，同和地区老人
の方がある程度動作能力が低いと言える。
同和1也区老人の健康破壊の現状は， 一方医者への受診
の経験にも関連してくる。両調査とも半年間に医者にか
かった経験があるかどうかをみたものであるが.当然同
和地区老人の方が受官会率li高い。同和地区で8割，大阪
市全体で7割が受診している。
これら健康状態が低位な状況にある同和地区-l;人は.
3割近くが医療保険に加入していない。これは生活保護
受給者ーであることによ っているが.大阪市全体の6.7%
に比して，同和地区老人の医療保l療の低位性を示すもの
である。結果的に「国民健康保険Ji被用者保険本人Ji被
用者保険家族」の 3種績とも，加入率l:i大阪市全体に比べ
て同和地区では低い状態にある。
老人の疾病の早期発見と保健指導を図る老人健康診査
(65歳以上の者対象)および向老期健康診査(60歳から64歳
までの者対象)を前年度に受診したかどうかをみてみるJI}
その結果，受診率は同和J也区老人の方が圧倒的に高<， 
15ポイント以上の~がある 。
(3)同和地区老人の就労と経済状況
老人は老化過程で，労働能力の減退・喪失のもと定年
・失業や稼動収入の減少を経験する。同和地区乏人の場
合，さらに健康状態の劣悪きや労働市場の限定を受け，
稼動収入の減少は早期かつ顕著にあらわれてく ることが
予想できる。それゆえ，同和地区老人が自らの経済的基
盤を確立し，安定した所得を確保することは境要な課題
となる。この老人の経済的自立の確立は.また社会生活
上での精神的安定や社会的地位の維持と密接な関連をも
っているとも言える。ここでは，同和地区老人の就労と
経済状況について，大阪市老人調主結栄と比較してみる。
就労の有無についてみると，やはり同和地区老人の方
が有業率は低くなっている。大阪市では有業率36.4%で
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あるのに対して，同和地区では29.0%である。この結果
は，同和地区老人の健康状態の悪きや教育水準の低さ，
さらに閉鎖性によって就労の機会を白地区内に制限され
がちであることから，大きく影響を受けていると考えら
れる。
なお，有業老人について，つとめか自営かをみると.
同和地区では自営業を営んでいる老人比率が低しつと
めが高くなっている。無業老人については就労希望を尋
ねているが，同和地区では「働けない」とする老人が圧倒
的に多し老人全体の 5割を越えている。この結果は，
同和地区老人の健康状態の悪さを反映しているにはかな
らない。
同和地区老人の有業率の低さは，老人本人の収入とも
関連してくる。同和地区では15万問未満Jの収入しかな
い老人が 4割以上もあり.これは大阪市より 10ポイン
トも高い。 一方， 115万円以上」の収入のある老人は，大
阪市で2曾lあるのに対して.同和地区では5.8%と大きな
開きがある。老人の平均収入額をみてみると.同和地区
老人では63，564円であり，大阪市での153，070円に比して，
2分の l以下となっている。なお，標準偏差から変動係
数を求め，老人間での収入額の散らばりの程度をみてみ
ると.同和地区老人の場合0.981であり，大阪市の].699 
に比べて低<，同和地区老人間では収入のばらつきは相
対的に小さいと言える。
さらに，世智全体の収入をみても.同和地区と大阪市
全体では収入額に歴然と した差がある。大阪市の場合「不
明」が41.9%と緩めて多いために問題はあるが，10万円未
満の収入しかない世帯比率は.同和地区では 4割近くも
あるのに対して，大阪市では14.8%でほぼ25ポイントも
低い。逆に20万円以上の収入がある世帝は，同和地区で
は14.1%に過ぎないが，大阪市では28.4%にもi宝してい
る。平均世帯収入額でみると，同和地区では125，240円て1
大阪市の332，330円の 3分の l近い傾になっている。世.:w
収入額の場合仏大阪市の場合はばらつきが目立つ (変
動係数1.196)が，同和地区では平均収入額のまわりに凝
集して分布ーする傾向がある(変動係数0.760)。
在人本人の収入および世帯収入が同和地区で極めて低
いことが示されたが， 一般地区に比べて生活保護受給世
'肝不も高率となっている。大阪市では3.6%に過ぎないの
に対し.同和地区では19.4%と4倍の保護受給率となっ
ている。
(4)同和地区老人の同別居と社会活動
同和地区の..t人を有する世帯では牧家族化が進行して
おり.特に「ひと り暮らし-t人J世':Wが多いことを前述し
(7) 
た。この結果からも，同和地区では子どもとの同居率が
低いことが予想されるが，現実に同和地区での同居率は
50.6%となっている。この同居率は大阪市の57.4%に比
べて約 7ポイントはど{s;ぃ状況にある。
しかしながら.同和地区の別居老人の場合.閉鎖性ゆ
えに子どもが地区内に停留しがちであり，近距離に子ど
もが居住している場合が多い。子どもとの距離が10分以
内にある老人は，大阪市では別居老人42.6%のうちの，
19.6%であるのに対して，同和地区では49.2%のうちの
27.8%となっている。これは，同和地区では別居老人の
4魯IJ5分が，大阪市では 3割が10分以内のところに子ど
もをもっていることになる。それゆえ，同和地区では子
どもとの接触頻度が高いことが考えられる。表には示 し
ていないが， lJlJ居老人の44.7%が毎日子どもと交流をも
っている。この数字は大阪市の36.0%より約 9ポイント
も問、、。以上，同和地区の老人世帯は別居形態をとる割
合が大きいが，それは公営住宅の供給態様に影響されて
おり，思IJ居老人の子どもとの交流頻度は高<，一種の準
同居に近い形態をとっていると言える。
社会活動としての老人福祉センター ・惣の家の利用状
況をみると，同和地区老人の利用率がまさっている。何
らかの利用をしている老人は，大阪市では 1li引にi筒たな
いのに対して，同和地区では 3¥M1J以上もある。
また，外出の程度についてパス・地下鉄の利用状況を
みてみると，利用していない老人の割合が向和地区にお
いて敏めて高L、大阪市では「利用なし」が36.8%である
のに対して.同和地区では49.4%と51甲jの..t人がパス ・
地下鉄を利用していない。これは，同和地区老人の健康
と就労での低位な状態および地区外との社会関係が遮断
された閉鎖的状況が大いに影響していると言える。
(5)同和地区老人の生活意識
同和地区老人の生活実態における低位性や閉鎖性は，
左人の意識にも影響を及ぼしているものと考えられる。
そこで生きがいの程度についてみてみるが，同和地区で
は大阪市全体での結栄とほとんど差異がない。この結*
は，生きがいの法度l;t客観的な基準がなく，主観的なも
のであり，同初地区..t人の場合，過去の一層劣悪な体験
との対比に基づくものとも理解できる。
老人となる年齢について尋ねると， fil和地区老人の方
が者い時期から..t人と考える比率が高い。 160歳Jとする
ものが，大阪市では11.5%であるのに対して，同相地区
では22.7%もある。 70歳以上を老人と考える左人i七年は，
i逆に同和地区では大阪市より 10ポイントほど低くなって
いる。ここに，同和地区老人は..t人になることを若い年
-328- 社会福祉学
齢に考えており，老人自身の立場に戻せば.早老傾向を
示すことになる.この早老傾向は.部落差別による長年
の閉め劣悪な生活や心理的な苦痛により生じてきたもの
であろうと考えられる。
以上，同和地区老人の生活実態を大阪市乏人と比較す
ることにより，ある筏皮浮き彫りにすることができた。
低位性を顕著に示すものとしては，教育水準，健康状態.
医療保険.就労，収入額. などがあげられ.閉鎖性を示
すものとしては，出生地が目立つ。一方，老人福祉セン
ター ・ ~~ßの家の利用や健康診査の受診にみ られ る， 行政
サービスを積極的に活用する姿勢がうかがえる。
3.変数問分析からみる
同和地区老人の生活特性
(1).r検定による変数聞の関連性の比較
同和地区老人調査と大阪市老人調査を単純に比較した
際の変数のうちから..l人の生活特性を示す主要な21の
変数を州出した。この21の変数問での関連性をみるため
に.i検定により有意差を測定した。その結果が表-3
に示しであるが， 21の変数附の関連の有無を7 トリ yク
スで表示した。同和地区老人調査では，危険率1%で有
意であるものは87，危険率5%で有意であるのが21あり，
変数問で!剣述性のあるものは計108となっている。一方.
大阪市左人調炎では，危険$1%で有意なものが98，危
険率5%でli24ある。
向調1iとも有意なものについては，その有意差の向き
の格迩をみてみた。これらには，一方が危険率1%で有
意であ')，他方が危険率1%ないしは 5%で有ff.である
ものを指しているが.ほとんどすべて両調査での有意差
の向きは同じであった。 2つのクロス分析において，有
ff.差の向きが商調査で日月らかに異なっているのがみられ
た。第 1li，世俗人只と老人悩祉センター ・恕の家利用
との関述であるが，両3帯査とも危険率1%で有意差があ
るとされた。 しかしながら，同和地区の方では世帯人民
が少ないほど利用率が高くなるが，大阪市では逆に人只
が多くなるにつれて利用率が高くなる傾向がみられる。
第2は， rH生J也と住宅の隆類の関連についてであるが.
両調査とも危険率1%で有意差があるが，同和地区では
現庄の地区出身者に公営住宅居住者が多<，出身地を離
れるにつれて公営住宅居住率は低下していく 。一方，大
阪市については.現住所出身者では持ち家比率がおし
出身地が遠くなるにつれて持ち家比率は低下する傾向が
ある。これら 2つ以外の有意差の向きが同じである:x?-検
定については.その特徴を倒q には言及しない。
(8) 
ここでは，一方の調査において 1%の危険率で有意で
あるとされ，もう一方の調査では変数聞が独立しており.
5%の危険率での有意差もみいだせないものをとりだし.
両調査での変数問の関連の相違をみていく。ここでは図
に示された夢IJにより，性別から順次関連の相違をみる。
大阪市では，性別がパス ・地下鉄利用と有1まな関連が
あり，男性の方がパス ・地下鉄利用率が高い。しかしな
がら，同和地区では性別とパス・ 地下鉄利用の聞は独立
したものとな~ており，何ら関連がない。
年齢についてみると，同和地区では健康状態.老人福
祉センター ・惣の家利用，世帯人貝との問で有意差がみ
とめられるが，大阪市ではこれら 3つの関連において，
変数が独立したものとなっている。同和地区では加齢と
共に健康状態が悪化していき，センター・憩の家利用率
は70歳代後半までをピ-7に上昇し，i量管人貝liitl加の
傾向となる。大阪市老人調査では，年齢は受診経験.パ
ス・地下鉄利用，生きがい，住宅の種紙世帯収入の5
つの変数と有意差がある。加齢と共に，大阪市の老人は
パス ・地下鉄利用率.生きがいの程度，世帯:収入額が低
下していく。逆に雪之tf，同和地区老人の場合，カ日骨告が
パス ・地下鉄利用，生きがい，世帯収入額と関述してい
ないことになる。
健康状態についてみると，同和地区では最終学歴と有
:官:であり，大阪市では老人福祉セ ンター ・怨の家利用と
健康診査に有意遂のまみられる。同和地区て・は学歴が低い
ほど健康状態も惑くなり.また大阪市全体では健康な老
人ほどセンター ・想、の家利用や健康診査受診率が高くな
っている。 それゆえ.同和地区老人では，センター '!ID
の家利用や健康診査の受診は健康状態の違いと関連して
いないことになる。
ここ半年間での受診経験については，同和地区では医
療保険と，大板市で1就労と有意、な関係にある。同和地
区では医療保険非加入すなわち生活保議受給の場合に受
診率が高<，大阪市では無業老人に受診車が高い特徴が
みいだされる。同和地区では.老人の就労の有無と受診
とは関i主していないことになる。
阪療保険の列では，同和地区で住宅の轡!~i，大阪市で
|可別居と生きがいに有意な差がみられる。同和地区では
医療保険非加入者に公営住宅居住率が高い。大阪市につ
いては，医療保険が被用者保険本人の場合に別居率や生
きがい!恐が高<，被用者保険家族では同居率が高しま
た医療保険非加入では生きがい感が低い。
健威信金査については，同和地区で生きがいが，大阪市
でADL総合判断が有意な関係にある。同初地区では生
きがいが高いほど，大阪市ではADL総合能力が訟iいほ
?
?
????
??〉
??
???
?
?
変数問の有意差の相違
~ 健康 受診 医療 鎚!.li 悶 セ~- 1<ス・本人 生き 出生 AIl終 ADL 世繕 世代 世傍 住宅 ま~!a性別 年齢 畠t労 憩の 地下 の 総合 の家 鉄状態 経験 保険 ~査 l!1]居 利用 利用 収入 ;b; ~、 地 学四重 判断 人貝 数 業餓 鍾頬 数 収入 l
性 glJ '* 
年 齢 ※ 
蝕 !.li 状 態 。 5普
号E -世. 経 験 ロ 。ロ '* 
医 副主 保 険 。ロ 。口 。口 。 '* 
健 !.li v 普 査 。 ロ 。 首F
at 労 。ロ 。ロ 。ロ ロ。ロ 。 苛長
同 8U 居 ロ ロ ロ '* センター ・憩の家利用 。 ロ 。 。ロ 。 。 '* 
パス 地ー下鉄利用 ロ ロ。ロ 。。ロ 。ロ '* 本 人の収入 。ロ ロ。ロ 。ロ ロ 。ロ :>.< 
't き 舟1 L、 ロ 。ロ ロ 。 。ロ 。 。ロ 話F
出 生 地 ロ 。 0ロ '* 
厳 終 学 歴 。ロ 。ロ 。 0口 。口 口。口 0ロ。ロ 事長
A D L総合判断 。ロ 。ロ 。ロ ロ。ロ ロ。ロ ロ。 。ロ 。ロ 。ロ 。ロ '* 
世 4持 人 貝 。ロ 。 。 。 。ロ 。ロ ロ 0ロ ロ ロ ロ '* 
世 It 数 。 。ロ 0ロ 0ロ。ロ。 ロ ロ 0ロ ロ ロ ロ 。ロ ヲ長
i止 t静 業 飯 。ロ 。ロ 0ロ 0ロ。ロ 。 。ロ 。ロ 。 ロ。ロ。ロ ロ ロ 。ロ 。ロ 。口 '* 
住宅の 極頬 ロ ロ 。 。ロ 。 ロ 。 。ロ 。ロ ロ 。ロ 。ロ 。。 i活4
部 3生 数 。 。ロ 。ロ 。ロ ロ ロ。ロ ロ 。ロ 。ロ 。ロ 。ロ ※ 
世 術 収 入。ロ ロ」ー 。ロ 。ロ 。ロ 。ロ ロ 。 。ロ 。ロ 。ロ 。ロ 。ロ 主F
表-3
??
ー
??
?
?
大阪市~人調査で 1 も以下の危険率で宥怠
大阪市右人調fiで5も以下の危険$で有怠
ロ。同和地区~人凋貨で l ~ 以下の危険寧で有志向和地区老人調夜でS帰以 Fの危険率で有意
。。
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ど，健康診盗受診E容は高くなる。逆に言え1;1:"，同和地区
老人はADL総合能力の程度に関連なし健康診査を受
けているニとになる。
就労の事IJについては，一方の老人において危険率 1%
で有意差があり， 他方の老人では関連がなく独立してい
るものは見あたらない。次に同別居についてみると，同
和地区では老人福祉センター ・恕の家利用と，大阪市で
は本人の収入と有意差がみとめられるという違いがある。同
和地区では別居老人にセンター ・:1¥の家利用者が多<， 
同別居と老人本人の収入には関連性がない。大阪市の場
合li，~Ij居老人の方が同居.t人に比べて本人の収入が大
である傾向がみられる。
老人福祉センター ・懇の家利用の列では，同和地区に
おいては，生きがい，A D L総合判断， 世帯業態，住宅
の種類と有意な関係にある.同和地区のセンター ・悠の
家利用者では生きがいやADL総合能力が高い。また，
公営住宅居住者にセンター ・惣の家利用率が院し l戸
だて住宅居住者に利用率が低い。
パス ・地下鉄利用と本人の収入のダIJでは，両調査問で
関連性の顕著な相異を示すものはない。生きがいにつ
いては，大阪市で部屋数と有意差がみられ，部屋数が多
くなるにつれて生きがいが高まっていく傾向がみられる。
出生地では，大阪市においてi:I!:'M7人民，世代数，世帯業
態.部屋数と有意差を示している。逆に，同和地区では
老人の出生地と世帯人員，世代数，世帯業態.部屋数と
は関連性がない。
段終学歴についても，大阪市.t人調査では，世帯人民，
世代数.世情業態と有志:であり，その関連性がみとめら
れる。商学康になるに従ぃ， i世帯人員や世代数は少なく
なり..t人就労世帯が増加する。同和地区老人の場合は
学歴の違いにより，世帯人n，世代数，世帯業態と有意
に関連していない。
ADL総合判断の列でli，大阪市で世帯人員，世代数，
住宅の種類.音E屋数との関係で有意差がみられる。大阪
市ではADL総合能力が低下するにつれて.世帯f人員お
よび世代数が増加する傾向がみいだされるが，同相地区
ではこれらのことは当てはまらない。
i!t常人Ut世代数，世帯業態.住宅の種類.部屋数，
世常収入の6変数間については，同和地区.t人も大阪市
全体についても，それぞれの関係すべてにおいて有意差
がみいだされる。
(2)数量化理論II類によるパターン介類
x2検定による有意差の有無により，同和地区.t人と大
阪市全体の.t人についての変数問の関連性の相iaをみて
(10) 
きた。同和地区老人と大阪市老人を比較して，変数聞の
関連性の遠いはある程度理解できたが，変数を 1つ lつ
切り離 してとり上げているために.会変数間での全体的
な関述性がはっき ワ出てこない欠陥がある。そこで，こ
れらの変数を同時にとりあげ，同和地区老人の変数|閉め
関述性をつかむことにする。
ここでは数量化理論m類により検討する。 図ー lの
右側に示すように，老人の生活実態を最も反映してい
ると考えられる17の変数を とり出した。それゆえ，住宅
政備，自覚症状， A D L総合判断，生活保護の有無，性
別，世帯業態の変数は除外した。さらに，他出した変数
のカテゴリ ーを再分類し，49カテゴリー(項目)に援護し
なおした。この49カテゴリ ーを行とし，調査対象者528
サンフ勺レ(個体)を列とし，個々の対応をダ ミ一変数で示
す。さらに，このカテゴリ ーとサンプルを順次似たもの
同士集まるように行 ・夢IJの入れ換えを行ない，似たパタ
ーンを集め，会サンプルと全カテゴリーの結ぴつきの関
i巣を分析するのがI類の方法である。関連の分析として
は，入れ答えられた49カテゴリーと528サンプル問にそれ
ぞれ数量を与え，カテゴリ ーとサンプル聞での皮数分布
表によって求められる相関係数を最大となるようにする
ものである。
その結果.固有値(相関係数の 2来)およびその際のカ
テゴリー数量 ・サンプル数量が求められた。最大相関係
数となる第 1相関では0.205.第2相l掲でliO.164，第3相
闘では0.136の悶有値が求められた。ここでは，固有直0
15以上の第 1相関と第2相関をとりあげて検討してみるe
なお， この際の固有他の総和(カテゴリー数/総変数ー1) 
は1.882であり，第1相関での苦手与率1i10.9%，第2柑l剥
では7.2%となり，第2相関までの累Ul寄与率は18.1%と
なる。そのため，第 2相関まででは会サンプルと金カテ
ゴリーの関連の品:'118%しか説明できないことを明記して
おかなければならない。
それでは.図ー lに示してある第 l相関軸と第2相関
輸によるカテゴリー数量のプロットをみていく。第 l相
l期制では，世aHf人民的1，i世代数日~)， 部屋数(叫世帯収入
(ωの4変数が大きなレンジをと っており，十の方向では.
世情人民，世代数，部屋数，世帯収入とも最も大となり.
ーの方向では逆に最も小となる。これらはすべて世講の
大きさに関連する変数であり，第 l相関紬は世宇野規般を
示すものと解釈できる。十の方rIlJには大きな世併が， ー
の方Iljには小さな世併が示されている。なお同別府(F)で
は， ~IJ居の場合小さな世帯fに，同居ーの場合大きな世帯の
方向にある。
~2 相関軸では， 健康状態(臥就労(臥パス ・ 地下鉄
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惣の家利用(G)では.いつも利用している場合世情規模は
小さし 1創立な生活水準にある。出生地(L)ではさほど大
きな特徴はないが.大阪府以遠では高位な生活水準にあ
り，現在の地区や大阪府内では低位な状態になっている。
前述のごとし同和地区老人の生活実態は極めて{町立
な状況に誌かれている。この実態l.i，緊急を要する社会
福祉課題として受けとめなければならない。それゆえ，
同和地区老人に対する施策のあり方を，最近の施策の動
向から検討してみることにする。
昭和40年の同和対策審議会答申では，社会福祉に関す
る施策の lっとして児童福祉，身体障害者福祉，老齢者福
祉などを一層増進するための制度の充実，改善を促進す
るなど所要の施策を積極的に行なうことJ(傍点筆者)を
答申している。その後，特別措置法公布のもとで，昭和
42年に問議了解となった同和対策長期計画は，同和対策
事業についての具体的内容を各省別に明記しである。厚
生省に関しては生活環境の笠備に力点が置かれ，老人を
まとめにかえて4 
白沢;同和地区老人の生活実態
利用刊本人の収入(1)，生きがい(1)，最終学座制，世帯
収入(ωが大きなレンジを有しており，十の方向では，良
好な健康状態，有業，パス ・地下鉄の高い利用頻度，本
人および世帯の高収入，高い生きがい感，高学歴を示し
ている。 ーでは逆に，健康状態が悪し無業で，本人お
よび世帯の収入が低しかっ生きがい!惑も低い。さらに
言え11，同和地区老人の低位な健康状態.無業，低収入.
生きがい!惑の低さ，低学歴はそれぞれ非常に近い関係に
あるといえる。
第l相関軸と第2相関軸による散分図で，世帯収入(ω
は両軸にきいており，世智収入が多い場合世帯規模は大
きし高位な生活水準にある。世待人員(K)，世代数仰が
中程度において(3， 4人の世帯， 2世代世帯)生活水準
は最も低位な状態になっている。住宅形態では，持家の
場合l.i大きな世帯および高位な生活水準に位置し，公営
住宅ではUl;位な生活水準になる。年齢ωでは，年齢が上昇
するにつれて生活水準は低位な方向に移行している。医
療保険(C)では，被用者保険本人は高位な生活水準に，医
療保険非加入l.i低位な状態にある。老人福祉センター ・
11:世名 カテゴ Jー 番号
A 
21 67 0 ・.刊代辱ー • 8. 80 白土
B 
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対象とした社会福祉の増進については全くふれられてい
ない。それゆえ.国レベルの同和対策事業では.老人福
祉増進のための制度の充実 ・改善は理念にとどまり，具
体的に長期計画の中にもりこまれていないという問題点
をもっている。
国の審議会設置の動きと関連して， f大阪府同和対策審
議会Jや「大阪市地区改善審議会J(f大阪市同和対策審議
会」に改組)などが設遣され，地方公共間体において，そ
れぞれの地方における同和対策のあり方が検討されてき
た。ここでは，大阪市同和対策審議会が老人福祉に対し
ていかなる答申 ・意見を提出してきたかを簡単にみてみ
る。昭和43年の大阪市同和対策審議会答申では，身体障
害者，精神薄弱者と並んで老人対策が一般的に著しく立
ち遅れていることを認識し，老人に関する具体的施策と
して次の 3点を長期計画として答申した。それらは，①
隣保館(市民館)を拡充し，老人，身体障害者などの相談
事業を行なうニと，②老人，身体障害者，精神薄弱者な
どを対象とした老人福祉指導主事，身体障害者福祉司，
その他それぞれの専門ケースワーカーを配置すること，
③地区内のクラブ活動を助成し，老人クラブについては
金老人の加入を奨励し，積極的に助成すること，である。
その後昭和50年，同和対策推進協議会は答申の大阪市
同和対策長期計画を再検討している。これは，同和対策
事業の実績や進歩状況が満足できるものでないこと，社
会状勢全般の変化，市内同和地区の変容などを理由とし
て，長期計画に対して補正意見を提出したものである。
この意見書では，老人福祉の強化は福祉増進対策の一項
目として大きく位置づけられ 7つの具体的対策が提起
きれている。それらは要約すれば，①老人センターを整
備拡充し，総合的な福祉総設と して充実すること， ②福
祉施策の適用年齢の制限緩和の措置を講ずること，③就
業希望者の職場確保につとめること，④老人の健康を保
障するための巡回活動を行なうこと，苦海Zたきり老人や病
弱単身老人に対する巡回活動，および電話・インターホ
ンの設置を考慮すること，⑥家庭奉仕員，老人専門ケー
スワーカーを充実すること，⑦老人クラブへの加入を促
進し，育成活動を支援すること，である。本意見容は，
同和地区における老人福祉施設のあり方を最も具体的に
方向づけたものとして大きく評価することができる。こ
の意見が行政施策として推進されるとすれば，老人の生
活実態での健康状態，就労や生活保障苦などの低位性は若
干改善されるであろう。また，老人の早老傾向や平灼寿
命の煩かきからして，福祉対策適周年齢の制限緩和はよ
り有効性を発海するものと思われる。同和対策が一般に
進んでいると震われる大阪市を例にとり，老人福祉対策
の方向づけの推移をみてきたが，それなりの成果をあげ
てきたといえる。
現実の老人福祉対策をみてみると，同和地区老人の実
表-4 大阪における同和地区老人対策事業の実施状況
豊 池 吹 高茨 箕 島 能 豊 i¥ 寓 型量 大羽 東 貝 泉 和 泉 大
施策の名弥 回 E量 曳大 堺 佐 岬
中 回 国 槻 木 面 本 勢 能 尾 林 }I 東野 阪 塚 野 泉 南 阪
ねたき り老人見舞金 。。。。。 。。。。。。。。。010 。。。。
ねたきり老人見舞品支給 。。
敬 老 祝 金 。 。。。。。 。。。
老 人 医 療 費 助 成 。 。。 。。。
老 人 入 浴 料 助 成 。 。。。。 。
老人生活困窮者自立更生資金 。
老 人 年 金 支 給 。
老人1泊研修会、日帰レタリェーション助成 。 。
老人日常生活用具給付 。。
〔設]これらの同和地区老人対策事業は，すべて老人福祉施策への加算的なものであり，同和地区老人に対する独自
の施策ではない。
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白沢 -同和地区老人の生活実態
態的差別克服のうえで多くの障害が指摘できる。表-4
は，大阪府下における同和地区老人に対する個人給付事業
の実施一覧であるれ地方自治体により，実施状況に大きな
隔たりがある。この原因としては，一つには同和地区住民
の生活要求を組織した解放運動の有無によるところが大
きい。さらに言うなら，現状として，各自治体の主体的
カ量のみでは事業を実施するまでに同和問題を認識でき
ないでいるということである。一方，これら 9事業のう
ち，泌たきり!:人見舞金以外はそれぞれの市町村のJ.V.資
事業であり，各自治体の財源事情に大きく左右されざる
をえないという実情がある。これらの事業は.各自治体
が同和地区の生活実態に直接接するなかで笑砲すべきも
のであるが，同和問題に対して国が全面的に責任をもっ
ているとすれば，制度化をはかり，国が財政負拘をする
ことも軍要である。
このことは，.t人福祉センターや老人怨の家について
も言える。国iまいまだこれらの地訟を同和対策として認
めていないが，特に運営費が増大している現在，国庫補
助の大幅増の必要がある。
以上，!:人の生活実態から明らかにされた実態的差別l
を克服するためには，各自治体が!:人福祉対策を主体的
に実施するよう，生活苦要求を基礎にした昔1落解放巡動を
今後も一層展開していかなければならない。他方，同相
対策に対する閣の責任を再E在認し，国の同和対策への一
層似極的な関わりを求めていかなければならない。この
2つの方向性を抜きにしては.古Ili高差別の実態からくる
同相J也区広人の生活実態の劣恋さは改善されないと言える
????
1 )音1落解放同盟大阪府述絵原支部発いIJrしぶとういかんと
一一被差別部落更池に生きる」昭和53年， 118兵。
2)同和という用語は「同胞融和」から生じ，昭和16年に中
央融和事業協会が同和奉行会と改l!r，した後，公的用諸
として用いられるようになった。「同和jの意味内容に
は部議解肢の視点が欠沼しており，部認差別にまつわ
る社会的摩擦を緩和することが怠図されている。戦後，
公的な行政府語として「同和Jが定石してしまっており，
本航でもこの用語を使用するが，用誌のもつ歴史的な
意味には筏本的な問題があることを街摘しておく 。
3)同対審答申では，実態的差別と心理的差別を以下のよ
うに分鎖している。実態的差別とは，同和地1'<:住民の生
活実態に具現されている差別であり ，た とえば劣悪な
生活環I弘特殊で低i立な職業構成.平均値の数{1にの
ぽる高率の生活保護E弘きわだって低い教育文化水ij!;
なと¥同和地区の社会的・文化的・心理的{創立性を言
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う。心理的差別とは，人々の観念や意識のうちに潜在
する差別であり，たとえば言葉や文字で封建的身分の
賎称をあらわして侮蔑する差別，非合理な偏見や嫌悪
の感情によって交際を拒み.婚約を破棄するなどの行
動にあらわれる差別である。実態的差別と心理ー的差別
は相互に因果関係を{呆ち，差別を再生産する悪循環をく
りかえしているといえる。
4)部落解放平野地区実態調査報告舎(第十一部長寿者)，
部落解放平野地区統合計画実行委員会，昭和53年10月。
加島地区老人実態調査報告書，部落解放加烏地区総合
計画実行委員会，昭和52年10月。住吉地区実態調査分
析結果，昔日洛解波同盟大阪府連住吉支部。筑紫野市「同
手日J白書運動実態調査報告書，筑紫野市同和白書運動推
進協議会，昭和50年12月，などがある。
5)大阪市 ・大阪市同和対策推進協議会「大阪市における
同和地区の老人福祉調査報告害j昭和55年 8月。
6)昭和55年度文部省科学研究費を得て，大阪市の.t人生
活実態を調査したものである。詳しくは拙稿「大阪市に
ける老人生活実態調査研究報告書」参照のこと。
7)同和地区老人調査は， 55歳以上の ものを総数とした訊l
査であるが，ここでは比較のため， 55歳から59歳まで
のものを除き蒋集計した。
8)部落解波研究所編「部落問題嬰説」解放出版社，昭和53
年 9月， 173頁。
9)i削主率を.昭和46年全国同和地区;調査および50年金問
同相地区調査とも，同和関係人口の地区全体人Uに対
する割合としている。しかしながら，同和地区の康史
的な形成過程を宅一えてみれば，同和地区とは被差別l.c
によって構成されていた池波である。それゆえ i副主
率とは，非同和関係人口の地区全体人口に対する知l会
と考えるべきである。本稿では i昆{玉事の概念を全国
|司和地区調査と同じとしていない。
10)同和地区.t人調食では，第 l次抽出単位に地区をとり.
第2次fG1出単位では当地区に肘{主する60歳以上の者全
員を対象にした。そのため， 1世俗に調査対象者が l
名以上存在する場合がある。 それゆえ，世併の状況，
住居の状j兄.世~fW収入，生活保護の有無は， 1止.~i'i総数
423世.:*をもとに集計しである。なお， 3i'主にむけるク
ロス分析.数量化理論II頬では， これらの変数を{何人
に還元して分析している。
11 )60歳の老人は.前年度向.t期健康診査の対象からは
除外されているゆえ， 61歳以上の老人を総数として集
計している。
(日召和56年11月10日受.ill¥)
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Summary 
This article is intended to present the survey results into the living conditions of the ageing at Dowa-areas in Osaka 
city in comparison with those of the ageing in other areas of the city_ 
The analyses of the results were carried out in the folowing three stages_ 
(1) Comparative table presentations of the percentage distributions of variables of various categories. such as a) 
basic attributes of the ageing. b) basic attributes of their households. c) their housing conditions. d) their health 
conditions. e) their job opportunities and incomes. f) their family relationships and social activities. and g) their 
attitude towards own lives 
(2) Comparative table presentation of the degrees of signigicance of associations between variables. using critical 
values of chisquare 
(3) Multi-variate analysis of variables among the Dowa-area ageing group. using the third Hayashi statistical method 
Major findings of this study are as follows 
(1) The living conditions of the ageing at Dowa-areas are in a situation of relative deprivation. It is es問cially
evident in low lovel of educational attainment. poor health conditions. unfavourable living arrangements with 
their children. smaller living space in terms of the number of rooms. lower monthly incomes of their own and 
their households. 
(2) Another characteristic of the ageing at Dowa areas is segregation. Most of these ageing people. more than half 
。fthem. were found to have been born in those same areas 
(3) The ageing in these areas are more dependent on primary health care services and day守carecentres provided 
by the city Government 
The r∞t-causes of this relative deprivation and segregation can easily be traced back to historical discrimination of 
Buraku people. 
Those findings suggest that there is a genuine need for governments concerned to establish more a伍rmatlvese・
rivces for the ageing in these areas 
( 14 ) 
